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５ 輸送の安全に関わる行政指導等に関する事項 

 

５．１ 保安監査の実施状況 

 

○国土交通省では、鉄軌道輸送の安全を確保するための取組が適切であるかどうか、施

設及び車両の管理及び保守並びに運転取扱いが適切であるかどうかについて、保安監

査１５ を実施しています。 

○平成２８年度は、全国２１３鉄軌道事業者(平成２９年３月末現在)に対して、保安監査を５７

の鉄軌道事業者に対して計７０回実施し、その結果に基づいて２５の鉄軌道事業者に対し

て文書による行政指導を計２５件行い、改善を求めました。 

○なお、JR 北海道に対しては、平成２６年１月に発出した事業改善命令等の「ＪＲ北海道が

講ずべき措置」について、命令事項の実行性を確保するため、その取組み状況等を確認

するための常設の監査体制による保安監査を継続的に実施しています。 

 

 

 

 

５．２ 鉄道事業法及び軌道法に基づく行政処分（事業改善の命令） 

 

○国土交通省は、鉄軌道事業について輸送の安全、利用者の利便その他公共の利益を阻

害している事実があると認めるときは、鉄道事業法第２３条に基づき、鉄軌道事業者に対

して事業改善の命令を発しています。 

○平成２８年度に発出した輸送の安全に関する事業改善の命令はありませんでした。 

  

                                         
１５ 保安監査は、鉄道事業法第５６条(立入検査)及び同法第６６条(国土交通省令への委任)の規定に基

づく、鉄道事業等監査規則（昭和６２年運輸省令第１２号）で定める監査です。 
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５．３ 事故等の報告に基づく行政指導の実施状況 

 

○国土交通省は、鉄軌道事業者に対して、重大な事故が発生した場合や、社会的な影響

の大きい輸送障害が発生した場合等には、輸送の安全の確保等のため、事故等の報告

に基づいて事故等の原因の究明や再発防止を求める等の行政指導を行っています。 

○平成２８年度は、５の鉄道事業者に対して文書による行政指導を計６件行い、改善を求め

ました。 

 

表６： 事故等の報告に基づく行政指導の実施状況（平成２８年度） 

 

 

事 業 者 文書発出日 行 政 指 導 の 概 要 改 善 の概 要 

ＪＲ西日本 

 

 

H28.5.30   宇野線（岡山駅～大元駅間）と交差する新幹

線橋りょうの塗装工事現場に仮設された足場

材が建築限界を支障していたため、貨物列車と

接触してパンタグラフ等が損傷したことによ

り、宇野線等が長時間にわたり運転を見合わ

せ、利用者に多大な影響を及ぼした。 

 前年にも東海道線で工事用足場倒壊事象を

発生させており、この事象との関係や工事の施

工管理など背後要因を含め原因を究明し、再発

防止の措置を講じること。 

 講じた措置等については、文書により速やか

に報告すること。 

 

・建築限界と仮設物との離隔寸法等の確認の

徹底 

・事故防止・着工準備会における輸送障害防

止のために必要な項目に対するリスクの洗

い出し状況及びその低減策の確認 

・安全パトロールによる安全対策の実施状況

の確認及び指導の実施 

・足場仮設作業における手順毎のリスク及び

その低減策の明確化、建築限界との位置確

認の具体的手段の明確化、並びに明確化し

た対策の確実な履行 

 長崎電気軌道 H28.6.3   桜町支線諏訪神社前停留場～公会堂前停留

場間の公会堂前交差点において、６月２日に

車両脱線事故が発生した。当該交差点におい

ては平成１９年５月１９日、５月２４日及び

平成２７年１０月１１日に発生した車両脱線

事故の再発防止対策を実施していたにもかか

わらず、再び車両脱線事故が発生した。 

  平成２７年１０月１１日の事故及び今回の

事故の原因については、現在、運輸安全委員

会において調査中であるが、貴社においても

改めて徹底した原因究明を行うとともに、こ

れまでに講じてきた対策の検証を含めて再発

防止対策を検討し、必要な措置を講じて、安

全輸送の確保に万全を期すこと。 

  講じた措置等については、文書により速や

かに報告すること。 

 

・当該交差点における軌道の曲線を緩やかな

線形に変更するとともに、交差点全体の縦

横勾配を極力均一にする方向で安全性を向

上 

・当該交差点における分岐器の設計を見直

し、新たに製作した分岐器を敷設 

・当該分岐器及び類似箇所における点検巡視

作業の強化 

・軌道保守検査及び分岐器測定検査で限界値

の離脱を発見した場合の補修作業の早期化 
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ＪＲ東日本 ①H28.6.6 

 
②H28.6.29 

① ６月６日、常磐線北松戸駅～松戸駅間にお

いて、線路閉鎖に係る手続きを失念する極

めて初歩的なミスによるものと推定される、

列車と資機材運搬台車が衝突する事案が発

生した。 

   平成２６年２月にも京浜東北線において

本事案と同様の手続きのミスによる列車脱

線事故が発生していることから、当該列車

脱線事故を踏まえた再発防止策と今回の事

案との関係を検証した上で、本事案の原因

と今後の再発防止策について検討し、必要

な措置を講じること。 

   講じた措置等については、文書により速

やかに報告すること。 

 

② ６月２６日、中央線長坂駅～小渕沢駅間の

軌道工事の準備作業において予定された工

事施工区間の外に工事用照明器具を配置し

たことから、線路閉鎖解除前に行った跡確

認で当該器具が残っていることに気付かず、

線路閉鎖解除を行い、列車が当該器具と接

触する事象が発生した。 

   ６月６日にも常磐線において線路閉鎖に

係る手続きを失念したことによる列車と資

機材運搬台車とが衝突する事案が発生した

ため、再発防止等を講じる旨の指導を行っ

たところ。 

   中央線の事象を踏まえた措置についても

常磐線の事象に対する報告に追記すること。 

 

・線路閉鎖の手続きに使用するハンディター

ミナル 1台あたりの登録件数を超える線路

閉鎖件数の場合、線閉責任者が容易に着手

状況を確認できるよう線路閉鎖の内容を一

覧で示した総括表等を活用 

・線路閉鎖着手時に線閉責任者と軌道工事管

理者等が行うダブルチェックの手順に、線

路閉鎖の全件数及び着手済み件数の状況の

相互確認（母数管理）を追加 

・ヒューマンエラーがあることを念頭におい

て意識を込めて線路閉鎖着手時のダブル

チェックを行うよう指導 

・現場点呼後の計画変更は原則実施しないこ

ととし、列車の遅れ等、やむを得ず計画変

更を行う場合は、再度点呼を実施する等打

合せを行った上で作業を実施することを徹

底 

伊予鉄道 H28.8.27 城南線警察署前停留場～上一万停留場間に

おいて、乗客２名の負傷を伴う車両衝突事故が

発生した。 

事故の原因について事故の背後要因を含め詳

細に調査するとともに、事故発生時の連絡体制

も再検証し再発防止の対策を講じること。 

講じた措置等については、文書により速やか

に報告すること。 

・点呼時に全乗務員に対し、事故概要につい

て周知 

・事故時の映像を部内で公開し、事故の状況

を全乗務員で共有 

・運輸事業本部長名の警告文を発令し、追従

運転時の確認喚呼の徹底を通達 

・緊急監督会議を開催し、事故発生時の映像

の検証結果から具体的な再発防止対策を協

議するとともに、重大事故発生時に安易な

判断により運転再開しないことを再徹底 

・内規に定める追従運転時に一旦停止した時

の車両間距離の確保について、遵守状況を

車内及び路上からの監視により確認 

・実設訓練として、車庫線において追従時の

確認喚呼を実践させ、速度と距離感覚を再

教育 

紀州鉄道 

 

H29.1.24 紀州鉄道線御坊駅～学門駅間において列車

脱線事故が発生した。脱線の原因については、

現在運輸安全委員会において調査中であるが、

再度このような事故が発生することがないよ

う、脱線箇所を含む全線の点検等を実施し必要

な対策を早急に講じること。 

講じた措置等については、文書により速や

かに報告すること。 

・脱線事故現場付近について、まくら木交

換、軌道整正、脱線防止レールの修正及び

レール継ぎ目部（角折れ）の修正を実施 

・脱線事故現場付近以外については、点検を

実施し、必要な箇所について、まくら木の

交換及び軌道整正等を実施 

・軌道管理体制を強化し、適切な施設管理を

実施 

 

JR 西日本 

 

H29.2.13   山陽線糸崎駅構内において保守作業中に列

車見張員が貨物列車に衝撃し死亡する鉄道人

身障害事故が発生した。同様な事故が発生しな

いよう早急に原因を究明し、再発防止を図るた

めの措置を講じること。 

  講じた措置等については、文書により速やか

に報告すること。 

・当該事故の周知及び注意喚起 

・線路内従事員へ触車防止に係る再教育を実

施 

・隣接線路への接近防止として、列車見張員の

配置位置について明確化 
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５．４ 事故等の再発防止のための行政指導の実施状況 

 

○国土交通省は、事故等の再発防止を図るため、当該事故等を発生させた事業者のみな

らず、必要に応じて関係する全国の鉄軌道事業者に対しても、安全確保のための行政指

導を行っています。 

○平成２８年度は文書による行政指導はありませんでした。 

 

 

５．５ 踏切道改良勧告の発出状況 

 

○国土交通省は、鉄道事業者及び道路管理者又は鉄道事業者が正当な理由がなく地方

踏切道改良計画又は国踏切道改良計画に従って踏切道の改良を実施していないと認め

るときは、踏切道改良促進法に基づき、当該踏切道の改良を実施すべきことを勧告するこ

とができます。 

○平成２８年度に発出された勧告はありませんでした１６。 

 

 

５．６ 運輸安全マネジメント評価の実施状況 

 

○国土交通省は、鉄軌道事業者に対して、経営トップや安全統括管理者等の経営管理部

門が行う安全管理体制への取組状況について評価し、更なる輸送の安全の確保に資す

る改善方策等の助言を行う「運輸安全マネジメント評価」１７ を実施しています。 

○平成２８年度は、３４の鉄軌道事業者に対して、３４回の運輸安全マネジメント評価を行い

ました。 

 

                                         
１６ 踏切道の改良に向けた取り組みについては、「７．２ 踏切保安設備の整備状況」をご覧ください。 
１７ 運輸安全マネジメント評価の詳細については、運輸安全に関するホームページ

http://www.mlit.go.jp/unyuanzen/index.html をご覧ください。 

http://www.mlit.go.jp/unyuanzen/index.html

